
合企h・
香珂
第 5号第 110巻

哀辞

故松井 清教授遺影および原稿

1 4

芙

貞
仏

寺

堀

高

産業コ Y ツェノレ y...・・…

創業利得と利益留保… 27 

41 

57 

男

惇

生秀

上

野

池

小

成

不生産的階級と生存競争の組織化一一

GMにおける予想制度と基準価格制度の形成

個人的消費と労働力再生産の社会的性格 78 夫龍瀬

記事

松井教授逝〈

追悼講演(吉信粛・森下二次也・山岡亮一〉

追憶談(田畑茂二郎・杉本昭七・関下稔・鈴木明〕

故松井清教授略歴・著作目録

昭和47年11月

束郡穴事経済事奮



78 (282) 

個人的消費と労働力再生産の社会的性格

家庭経済論序説

成瀬龍夫

はじめに

現代資本主義のもとでの賃労働者の個人的消費過程は，消費内容の素材的変

化の特徴に注目すれば，私的消費部分においては，耐久消費財の普及やかつて

家庭内労働によって担われたものの既製商品による代替及び十 ヴィス産業へ

の依存という現象であり，また，社会的消費部分の急速な比重の増大傾向であ

る。これらを個人的消費のおこなわれる単位である労働者家族の構成員におけ

る労働力化率の上昇や家族規模の縮小という傾向と関連させる時，現代の賃労

働者の個人的消費過程は，家族形態の変イじをともなった急速な生活手段諸形態

の変竿の時代に突入している，ということができるだろう。

資本主義的生産様式における賃労働者の個人的消費過程或いは生活過程とは，

賃労働者の労働力の生産と再生産〔労働力の維持と世代的再生産自営為〉の過程で

ある。 この過程は， 佃別家族形態二「世帯Jを場とし基本単位として展開され

るo 家族形態の変化と生活手段諸形態の急速な変革という現実は，賃労働者の

労働力の生産と再生産の現代的性格をどのように把握するかという問題の提起

とあいまって，とりわけ社会的消費部分の増大傾向が個人的消費過程において

もつ意義，消費の社会的性格の増大が労働力再牛産の形態規定とどのようにか

かわっているのかという問題を重要視させている。

従来，個人的消費における社会的消費部分の増大は，賃労働者の労働力再生

産の本来的な私的形態に対置される，それの「社会化」傾向としてしばしば論

じられてきた。 ζの「社会化」の意味内容は必ずしも明瞭ではないが，通常は，
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直接には家事・育児労働の家庭外の社会的施設利用への転換や社会保障制度，

生活関連諸施設への依存の増大を指し，さらにまた，労働力再生産単位が個別

家族=r世帯」からなんらかの社会的な規模に拡大するものとしての意味を付

与されている。そして r社会化」という認識を共通にしながら，一方では，

社会保障制度や社会資本投資による生活関連諸施設の拡充によってこの「社会

化」を推進すれば， もはや賃金条件に起因する生活不安定十貧困化は解消され

るといった主張がなされてきたり，他方では，資本主義的家族形態の不合理性

宇労働力の価値ニ価格関係から r社会化」り資本主義的意義とその限界を示

そうとする議論がおこなわれてきた。

小論の目的は，社会的消費部分の増大傾向が個人的消費過程においてもつ意

義を考察1". それによって労働者の伺人的消費過稗なり家庭経済の現代資本主

義における一定の位置つなげを試みることである。その際に小論の考察は，上述

した従来の議論の 般的傾向との関連から r社会化」認識の検討を通じて社

会的消費とかかわる労働力再生産の性格と形態を把握することが中心的な問題

である。

しかし，これまでの経済理論においては，資本主義的生産様式における直接

的生産過程の外部でおこなわれる消費，個人的消費の問題を，個人的消費の基

礎概念の解明を中心に，賃労働者のそれが資本蓄積過程に従属して内包する諸

矛盾とその発展的動向を体系的にあきらかにする試みは殆んどなされてきては

いない。従って，小論の議論の 般的前提をただちには確保できないのであっ

て，それゆえに，この前提にかかわる最小限度の論点整理がまず必要であると

思われる。

I 

個人的消費なり家庭経済の研究は，従来の領域とのかかわりでは，世帯の家

計構造と動向或いほ世帯の経済生活を消費機能を嫁介として企業生産活動や国

民経済循環と関係づけようとする各種のタイプの家庭経済論や消費経済論によ
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って直接の対象とされ，また，賃労働の理論，近年には社会資本研究の側から

も新たな展開がなされるようになった。そこで，まず最初に，従来の家庭経済

論なり消費経済論が， 家族ニ「世帯Jとその消費過程をどのように放い， 何を

中心として議論してきたのかを検討することは，小論の分析視点整理のために

重要であると思われる。

単なる貨幣・商品の流通関係のもと古家庭経済を位置づけるか或いはそれを

労働力再生産の見地から把握するかは，議論の第 1段階における分岐点である。

そして，より基本的な段階では，労働力価値論と限界効用論との分析方法主の

根本的な相違にもとづし、ている υ

家庭経済論の第 1のタイプは，伝統的な家政学の内容ともいうべき家事家計

の管理技術論であるn このタイプにおいては家計の収支調整を主要対象とし，

家事労働と家計技術の担い手たる主婦に対する家事家計の合理化が，集積され

た経験知識の適用を中心として説かれるにすぎない。第 2のタイプとしては，

国民経済の主体要素として家計を企業，政府とともに経済循環過程に位置づけ

ようとするものである。家計は社会の基本的な消費単位として扱われ，家計支

持者は「消費者Jとなる。そこから I消費者J及び「消費」をめぐる議論が

おこなわれ， 家事家計一の管埋技術論にアメリカで発達した消費者経狩学〔商品

・マーケッチィ γグ情報論，消費者信用論，消費者教育論，消費者行政論， 消費者運動

論 etc)の消費者行動論を接合して装いを新たにしようとしたものが，近年，こ

のタイプの代表的なものとなりつつある。

以上の両タイプでは，家庭経済主体が営む行為は，単なる貨幣・商品の流通

関係のもとて欲望し選択よることであれ世帯の生活構造や最低生活費などの

問題についても，消費者としての欲望を根底とする所得→支出関係の欲望→選

択関係への還元が基調とされるのである。例えば，奥村忠雄氏は，労働者の生

活構造を企業利潤に相当ずる「余剰効用J を追求する「世帯経営体」として把

握 L， I生活とは世帯が経済原理のも Fに，欲望充足に必要な財貨を獲得し，

かっとれを消費して，欲望の充足を完了するにいたる選択的行為の体系であ
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るJ"とする。氏によれば，マノレク λ の労働力価値論は主観的な使用価値の循環

運動をおこなう世帯経営の分析方法としては妥当でないとされ，生活構造論を

限界効用論によっで 1収入→支出→労働力再生産→労働力供給の循環を欲望

充足行為と Lて使用価値すなわち効用の循環運動として再構成することJ')が主

張された。また，中鉢正美氏も，生活構造とは一極的概念モデノレ Cあるとし，

社会諸階層の壬一れぞれに特有の生活様式を類型的に取りだすよとが生活構造論

の方法であると主張した。氏は理論生言|費或いは最低生活費の労働力価値論に

もとづく基礎づけと算定を否定して次のように述ベている。

「生活構造F生、話法則によって最低生活費を算定する場合には，とのような

労働力の価値の価格への転化過程の擬制を〈わだてる必要はない。生活構造論

は労働力の価値そのものが，労働者生活における使用価値のメタモルフォーゼ

を介していかに形成され，また彼の消費と労働の態度を介していかに実現され

るかを解明しようとするものである。J"

奥村，中鉢氏のこう Lた主張は，わが国の『所得倍増計画』の時期を背景と

してし、た。ここでは両者の見解を詳細に検討することはできないが，アメリカ

的消費生活様式=1高度大衆消費社会」への賛美の高揚以来，労働者生活の理

論的把握において労働力価値論の否定と効用価値論の復権がはかられようとし

てきた事実が指摘されるだろう。

さて次に，第 3のタイプとしては，労働力再生産の見地から家庭経済をつか

もうとするものである。そう Lた立場の一例として，大河内一男・龍山京両氏

は，その共著『三訂家庭経済学~ (1969年〕において次のように述べている。

「 家庭経済学がひとつの統 ある体系とし亡どのように問題の所在のー

1) 奥村忠雄「労働者の生活構造について その方法序論 〈そり l)J û日本労働協会雑~1
1961.1:手3月号 4-5ミ-，;;

2) 奥村忠雄，同一七 7ベージ，
民は，主た改のようにし、う。 r 元来，抽用理論は世帯経営すなわち生活構造をあきらか

にするための理論であり，その成果は効用り可測性にかかっていると考えている。この調味で効
用可制性の|問彊が有効に解決さわる Pすわぱ，そのkき生活構造論は確凪たる方法をもっといえ
るであろう。J (同ム 8ペーの。

3) 中鉢正美「生情構J告論の基随的問題点J "日本労働協会雑誌1119毛1年2月号. 15へ え
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貫性を保つかは，それが消費生活を貫ね< w労働力』の再生産 世代の上で

のそれをもふくめてーーという視点で家庭の消費生活を把握するかどうかにか

古3 ってし、る。J"

従来の家事的・家政的知識ないし提言の集成と異っ Cいるのは，家庭

経済四浬論的研究の視点は，世帯の消費活動を通しての『労働力』の再生産が，

はたしてその目的に合致するに足りるだけの合理的な形をもち，近代的な形で

達成されているかどうか，あるいはまた~労働力』の再生産と U、う意味での

世帯の中の消費生活が，部分的には世帯の外に社会化きれ公共化された階層ご

との消費生活の部分までふ〈めて，科学的な すなわち栄養学的な，衛生学

的な，労働科学的な，知識に支えられているかどうかを.検討しようとすると

ころに，特徴をもっている。J')

大河内・龍山の両氏は家庭経済を労働力再生産一問題としてとらえ，労働力再

土産を資本・賃労働関係の中でっかんでいる。両氏は，生定と消費の関連を生

産の一般的優位において論じ，生産中に占める地伎に従って消費を担う家庭経

済が制約されるとして，所得源泉や家庭経済機能を社会階層的に区別し，賃労

働者の家庭経済機能を労働力再生産として確定しようと Lている。しかし，両

者の議論においては，労働力再生産問題を家族形態と労働力価値規定の両側面

の統一した視点で考察するとか，家庭経済と賃労働の諸条件との関連性が重視

されているわけではなく，家庭経済を労働力再生産の場であるとして一般的に

把握Lているにすぎなし、。両氏の立論の特徴は，家庭経済の労働力再生産機能

を確定することから，次には家庭径済における労働)J再生産自合理化と近代化

を説くことである。

両氏の家庭i経済論は，労働力再生産の合理性・迂代性を説く労{動力保全の形

態論ということができる。資本が生産と消費を支配 L，賃労働者の個人的消費

は資本の蓄積にとって最低限度必要な範閉での生活諸手段の提供と統制のもと

4) 大河内一男龍山京「三訂家庭経済学J1969， 13へジ。

5) 大河内一周笹山京，同卜. 13-14ぺ人
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にあるとずるなら，大河内・箆山両氏は， ζ の資本にとって必要な労働力を保

企する形態のーっとして家庭経済をつかんでいるといえるだろう。そして，両

氏の主張する労働力再生匿の合理性なり近代性とは，資本の蓄積要求に賃労働

者の適応性を高めるために，家庭経済における労働力再生産の効率性とその諸

手段の適正な基準を組み立て上うとするものに他ならない。そうすることによ

って，従来の家事家計の管理技術論に欠除していたものを補強するだけでなく，

現代の労働者家庭の急激な生活観，消費観の変化に対応しうる新しい「労働の

エートス」を注入して I家庭1経済の主体における意識や思怨を整序」する ζ

とが強調されているのであるの。

さて，以上の 3つのタイプにおいて，賃労働者の個人的消費なり家庭i経済把

握の視点の特徴をみてきた。しかし，そのいずれにおいても労働力再生産の性

格と形態についての新しい規定的勤向，家族形態と生活手段諸形態を分析する

基軸的方法を欠いているか，消費の主観的次元に問題が傾斜させられていた。

労働力再生産視点をいう大河内，龍山両局も，社会的消費の問題を語る段階

では「社会的欲望」論の展開となっている。

両氏にあっ亡は，家庭経済の消費の性梅の変質として，共済組合十国家社会

保険の発達，医療衛生や福祉厚生，教育娯楽の社会的施設の進展などが，それ

まで個別的な家庭内で蛍まれていたものを世帯外におし出 L，その結果，個々

の家計の収入と支出，個々の家庭経済の生活設備と生活資金の両面において

「社会化」と「公共化」の傾向が強化されるというのである。その根拠を両氏

は産業生産力の上昇による社会階層の牛活水準の上昇と「社会的欲望Jの膨張

という点に求めている。これは賃労働者については，労働力再生産に制約され

6) 大河内一男・範山京，同上.14-16ヘ ジ。
両氏はz 家庭経辞芋E第1の主題として 次のように述べている o r 家庭怪語学は? との

ような意味での人間関係の中で. ~消費』生活が，そり高さや，その生活手段，冊えは収入，そ. . . .. . . .. . . .. . . .. . . .. . . . . . 
してまた個々 の消貨財が. ，労働力』の再生産の視点における高い効率の発揮にと v て合理的で
あり合目的であったかを半脱するこlであり，すなわち総じて消費生活における，右のような視
点から半附託された『手段の適JEjの批判，ぞ札が第lの任務である。J(樟点、は引用者，向上.15 

へ}ジ〕。
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た生活必需的消費から「労働力の再生産を超えた『社会的欲望』をみたす Jよ

うな消費への移行であり，かつての個々の家庭経済による消費ではこの欲望を

充足しえなくなったの乙国家や公共的団体が社会的に欲望充足をはか，ノてい

〈とし寸認識である。ここでは I社会イtJ或いは「公共化」という言葉が資

本の支配的介在がもはや止揚されているかのように用いられ，家庭経済に対す

るIkのような未来への展望が語られるの Eある。

「すべての『家庭経済』の営みにとって共通の最低生活要求は，次第に個々

の世帯内部の消費技術や主婦的配慮からは解放されて，社会化ないし共同化し

はじめ，個々の『家庭経済』に対しては階層ごとの『社会的欲望』の膨張に対

応して変化し上昇する新しい『消費』への欲望をどのようにして可能にするか，

という新しい問題が残される。J"

11 

賃労働者の個人的消費過程なり家庭経済を労働力再生産の見地から把混する

という場合，資本蓄積過程が家族形態と労働力価値に及ぼ昔基本的作用を分析

の基軸とすることが強調されるべきであろう。個人的消費における社会的消費

部分の増大現象について社会的欲望」に傾科したり，労働力再生産の個別

家族を単位とする私的性格が弱まり，社会的・共同体的機能の拡充のうちに労

働力再生産問題が吸収されていくと考えることは，し町ずれも，資本の支配的介

在の問題を欠落させたきわめて一面的な議論であると思われる。社会的・共同

的消費の領域と必要性が肱大することは，一面では資本苔積過程の必然的産物

であるが他国では資本蓄積の領域が拡大的忙形成されていく過程である。この，

後者の側面を前者正あわせて考慮するならば，社会的消費の増大を新しい性格

の欲望とか労働力再生産単位の移動とかに関係づけることが可能であるとして

も，そよで資本の支配的介在が止揚されずに，より発展した形態によって，家

族形態と労働力価値に作用を及ぼし，従って労働力再生産を規定するという問

7) 大可内一男ー龍山京，向上， 63ペク。
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題が提起されなければならないだろう U この点は次節以降で検討するとして，

ここでは，賃労働者の個人的消費過程を家族形態と労働力価値の両側面を統ー

する分析視点から把揮した場合に展開されうる問題領域を確認しつつ，その延

長線上で，社会的消費の問題をどのように扱うのかを検討することにしよう。

マノレク月は，第 1に，資本の蓄積過程では，労働者の個人的消費は労働者階

級の不断の維持と再生産として，資本の再生産の巨常的条件であることをあき

らかにした。賃労働者の個人的消費は，生産過程で資本の動力となって生産手

段を価値増殖させる生産的消費とは別の種類の，自らの労働力の代価として支

払われた貨幣賃金を生活手段に振り向けて消費し，自分自身のためのいろいろ

の生{舌機能を営む過程である。しかし，資本家対労働者の個別的関係において

ではなく，資本家階級対労働者階級という社会的関係において，また，個別的

な商品生産過程におし、てではなくその社会的総過程において，労働者の個人的

消費をみるならば，資本への従属性があきらかとなる。労働力と引き換えに子

放きれた資本は生活諸手段に転化される。労働者によるこの生活諸手段の消費

は，労働者の労働能力士再生産する。従って I絶対的に必要なものの範囲内

では，労働者階級の個人的消費は，資本によって労働力と引き換えに手放され

た生活手段の，資本によって新たに搾取さ~れる労働力への再転化である。それ

は，資本家にとって最も不可欠な生産手段である労働者そのものの生産であり

再生産である。J"'

資本の蓄積過程では労働者の個人的消費は資本の再生産の最も恒常的な条件

であるとはいえ資本家はこの条件の充足を安んじ亡労働者の自己維持本能

主生殖本能とに任せておくことができる。彼は，ただ，労働者たちの個人的消

費をできるだけ必要物に制限しておくように取り計らうだけ戸である。

「・ 社会的立場から見れは，労働者階級は，直接的労働過程の外でも，生

命のない労働用具と同じように資本の付属物である。労働者階級の個人的消費

8) マノレみス「資木論」第 1者『マルグス田エンゲルス全集』第23巻(大月書百)744ー745へージ.

9) マルクス，向上. 745ヘージー
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でさえも，ある限界のなかでは，ただ資木の再生産過程のー契機でしかない。

しかし，この過程は，このような自己意識のある生産用具が逃げてしまわない

ようにするために，彼らの生産物を絶えずーっ方の極の彼らから反対極の資本へ

と遠ざける。個人的消費は，一方では彼ら自身の維持と再生産とが行なわれる

ようにし，他方では，生活手段をなくしてしまうことによって，彼らが絶えず

繰り返し労働市場に現われるようにする。」町

マルクスは，次に機械制大工業の成立と相対的剰余価値生産の一般的条件を

土台として展開される資本の蓄積過程が，労働力価値の大きさの変動と労働力

価値の支払われる諸条件をどのように規定しているか，或いはその規定の種々

の契機を考慮する ζ とによって，例えば，資本による機械経営を媒介とする婦

人・児童労働の大量取得，世帯からの労働力供給増大=労働力の価値分割の結

果としての家族関係の根本的変革と家族形態の変化や社会的労働と家庭内労働

の対立，貨幣収入形態の発展と生活費の上昇，家計の不安定性の増大と生活時

聞の短縮，生活時聞の再構成とかかわる生活諸手段の形態的変動，小口l避的に

発生する労働者家庭の肉体的・精神的荒廃など，総じて資本蓄積が労働者の佃

人的消費過程を貧困化させる諸側面の法則的探求の方向をあきらかにした100

10) マルグス，向上.746-747へジ. 、

11) 例えば，マルクスは， i資本論」第1巻第13:章第3節『機械栓昌が労働者に及ぼす直接的影響」
において，資本による補助野働力の取持-1帝人児童労働を最初にとりあげてし、る.そこで，
マルクλ は， r睡械の資本主義的充用の最初の言葉」たる婦人児童労働により，労働者家族の
全員が資本の直接的支配のもとへ編入された結果，家族関係(親と子，夫と妻〕や家族生活にど
のような肉体的 精神的荒廃が生みだされたかを詳しく考察している。

「労働力り価値は，個々の成年労働者の生活維持に必要な労働時間によって担定されていただ
けではなく，労働者家族の生活維持に必要な苦働時聞によっても規定されていた.機械は苦働
者家族の全員を労働市場に投ずることによコて，成年男子白労働力の価値を彼の主家族りあいだ
に分割する.それだから，機械は極り労働力を減価させるりである。J(マルクス，同止斗 515ベ

与ノ〉

こり結果として， r家族の機能の或るもの，たとえば子供の世話や授乳などは，まったくやめ
させてしまうことはできないから，資本に押収された家庭り母は，多かれ少なかれ代理人を雇わ
なければならない。家族の消費りために必要な労働，たとえば，裁縫や修理などは，既製品の買
い入れによって補わなければならない。だから，家庭拐働の支出自減少には，貨幣支出目増加が
対応するのである。したがって，蛍働者家族の生産費は増大し，それが収入の増加分を相殺して
しまうのである。そのうえ，生活手段の消費や調達にさいしての節約や合目的仕は不可能にな
る，J(マルクス，向上， 516ヘ ク注13)
エソゲノレスもまた故のように指摘したe

「現代の大工業がはじめて女に一一一それもただプロレタリアの女だけに 社会的生産への道
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以上の 2点において，マノレク Zが『資本論』で{同人的消費に関連して展開し

ていると思われるものの茎木点を要約したが，次に重要なのは，個人的消費過

程或いは生活過稗に内包きれる諸矛盾土その発展動向が，資本の個人的消費過

程に対する支配の拡大なり個人的消費が資本の蓄積に反作用する側面とのかか

わりであきらかにされる必要があることである。労働者の貧困化を契機として，

家庭内労働の合理化及び生活手段の素材的内容の変化の必要性が，それと結び

ついた社会的分業の新しい分野を次々と形成させ商品生産を進展させていくと

いう問題は，まさにそうしたかかわりの基本的な問題である。例えば，労働力

の価値分割による主婦の賃労働者化の結果，賃労働者の生活過程は労働日を

軸にして編成されるが，その軸が多元的となっている。主婦の賃労働者化とと

もに，主婦の生活時間の主要部分も労働日となり，家事労働，育児労働のため

の生活時聞が切りつめられる。主婦は所帯の生活の統一性を保障すべき活動能

力を失なう」山ことになる。労働者家族の生活過程は柔軟な人間的活動性を弱

められる 方，短縮された時間に見合う生活合理化が小可避となる。そ乙で，

家事労働り省力化と時間短縮を可能とする生活合理化機械とし之の耐久消費財

が生活必需性を高めて，その需要を膨張させる。家事労働の軽減・縮少を可能

とするような既製の規格化された消費財が，衣・食・住のあらゆる部面をとら

えて〈る。或いは，各種の+ーヴイ九産業が発達する。個人的消費過程におけ

るこうした展開に上って，家計収入の貨幣形態化と，他方での資本の市場開発，

新たな利潤源泉の拡大が対応的に進展してい〈のである。

以上のように，個人的消費過程における私的消費の分野で進行する諸変化の

をふたたびひらいた。だが，そり仕方は，女が家族でD私的労役。義務をはたせば，公的生産か
らしめだされたまま2となって一文もかせぐことができないL.また公的産業に参加してひとりだ
ちでかせごうと思えば，家庭の義務をはたすことができない，という〈了あいである。j(エンゲル
ス「家族，私有財産および国家の起源」国民文庫， 94ベ-:))

近代社会の個別家族は，妻の公熱，隠然の家内叡隷制のうえにきずかれているのであって，ェ
ンゲノレスは，主の解放のためり第1の先行条件左して「公的産業へ金女性が揮掃すること」とと

もに，そのためにはまた. ，-社会の経済単位であるという個別家族の性質を除去する必要がある
こと j を指摘している。(酔点は引用者。エンゲルァ、，同上~ 95~ ジ〉

12) 荒又重雄「賃労働の理論J1968. 107ベジP
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意味づけや，賃労働の諸条件と個人的消費との関連，及ひ個人的消費と社会的

分業との関連などが 定あきらかになるとしても，しかし，個人的消費論は，

それだけで基本的な問題領域なり課題をカパーしたことにはならない。個人的

消費の経済的内容に合まれる社会的消費をどのような分析視点で扱うのかが重

要となる。むしろ，現代の{同人的消費論或いは家庭経済学の焦点は，社会的消

費の増大傾向をどのように理論的に把握するかにある，といってもさしっかえ

ないであろう問。 また従来，一部の社会政策論者に傾向と Lてあったような賃

労働者の生活状態の一切(労働条件や社会政策による作用をも含めた〕の理論的集

約l~ に労働力の価値規定問題をおくことは，個人的消費過程がもっ独自の問題

性やとりわけ社会的消費問題を考察する場合と，同一次元ではないことに留意

すべきである。

宮本憲 氏は，その『社会資本論~ (1967年)のなかで，社会的共同消費手段

概念の定立を中心に消費論の構成を試みられた。宮本氏は，資本主義社会にお

ける社会的共同消費手段及び社会的消費の機能的性格を次のように定義されて

し、る。

「労働者の個人的消費が社会的には労働者の再生躍になると，労働者が共同

で消費する手段は，労働力の再生佐一一労働者階級の再生産の一般的条件とな

る。資本主義社会の共同消費は，商品としての，古か為つ生E皮主資木としτの労働力

の潤再:生産の一般的条件となる。J"

氏は，資本主義国家が r労働力の再生産の一般的条件ひいては資本制の再

13) 岡山礼子氏は生活管理論」を確立しようとする立場から，現代消費生活の変化しつつある
典型として，社会的・共同的前費餌掛り拡大という事実乞重視し， rどのようにわれわれの生活
圏と生活環境を構築すべきか」を理論的に問い直すことを強調され，さらに次のように述べてい
る。 rホ ム・エコノミツグス流り『適応の論理』に立つ家政管理論はいうまでもなく，最近の
吾、志決定手法を応用した生活経営論の試みに対しても，われわれは賛意を表することはできな
い包それらは，人聞の生藍生活と消費生活との相主連関を把握しているとはいえず，また現代匝
済のしくみ0なかでの家計の位置についての理解が不十分であるので，生活骨理論を「生活権」
(the ught to live)に根ざし亡， 社会的 共同的消費生活を視野におさめて，展開していくこ
とができないのである。J(岡山礼子・小川信子編著「生活管理と生活政置Jr講座現代生活研究』
1lI， 1972， :;!:Y、ージ〕

14) 宮本意ー「社会資本論J1967， 32ベー九
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生長0)条件を掌握」するために，共周消費を掌握し，その4出来，消費が私的消

費と公的消費に二分裂したこと，私的消費手段は商品としてλ量，過剰に供給

きれる反面，社会的共同消費手段の供給は資本の必要のないかぎり最低l浪に制

限され r消費の二分裂と公有化された社会的共同消費手段の立もおくれは，

労働刀の再生産を妨害する条件であり， 資木主義の消費生活に特有な様式J1S
)

であると左をあきらかにした。

資本の再生産条件である一般的労働手段の優先的で急速な発展に対して，共

同内消費手段は資本によって慢性的に不足させられる。公害や都市問題など，

社会的規失が資本の予防を怠る結果として，人間の環境そのものを破壊する程

度にまで達する。民低限の社会的費用の)OUl'lも，資本はそれを勤労大衆に転嫁

する。氏によって，資本による社会的共同消費手段の慢性的不足が労働者の個

人的消費過程なり家庭経済を圧迫する，貧悶化の新しい問題として提起された。

社会的共同消費手段，社会的消費の分析は，都市労働者の，個別的な家庭経

済の内部ではなくその外部の，社会的に結合された消費過艇の構造や動向，都

市労働者家庭の共通した生活様式の把握を課題とするだろう。それらは，私的

消費の分析がまた労働力の価値規定，例えば，価値法則の頁徹の結果である労

働力の価値分割にもとづいてなされるのと同様に，社会的共同消費子段の佃値

規定，価値法則の貫徹の諸結果の表出したものとして分析される。しかし，社

会的消費は，個人的消費過程においては私的消費と合体され，私的家計内の互

に制約しあう部分である。生活手段としての社会的共同消費T段の素材的・価

値的変動は，従ってヲ労働力再生産の一般的条件の変動を通じ労働力の価値に

作用を及ぼす。そわゆえに，社会的消費部分を労働力佃i値規定の問題1:1-て理

論的に考察することの必要性が出て〈る。

さて，小論では，その点に立入ることはできないが，従来の議論において，

社会的消費の増大問題を主正して労働力側値視点より追求したものとして，荒

文重雄氏の『賃労働の理論Jl(1908年〉における立論を次節で検討しよう o

15) 宮本憲一，同上.40ヘー γ。
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III 

大河内，箆山氏が社会的消費の増大を「社会的欲望」充足論から説明し上う

としたのに対して，荒又氏は，労働力商品の価値低下と労働力商品の価格の価

値以下の低下という視点から，貧困化によって労働者の個人的消費基盤がせば

まり，貯蓄する可能性が奪われ， また，核家族化の進展によって貧困化がさら

に促進されるが， このままでは，労働力の浪費と破壊，社会的危機が強まるか

ら，資本としては，集中化されたしかもより少量の消費元本，究極的には国家

の手による各種の社会保険や公的扶功，年金制度などり社会的形態での消費元

本を供給し，労働力再生産の単位を国民経済的規模に拡大することを通じて社

会的危機を回避せざるをえない， 乙こ古3ら， 個人的消費過程の部分的「社会

化」がすすむのだ， という。

大河内，寵山氏と荒又氏の共通性は，資本の労働力保全費を節約するという

立場から社会的消費の拡大をつかんでいることであるが，両者の相違は，大河

内，龍山民が個人的消費の「社会化1を家庭の「公共化」への傾向をもつもの

と L亡， また， 欲望水準の上昇にみあうものとし ζつかん己いるのに対し亡，

荒又民は「社会化」の限界を強調し，消費元本の総量不変， および労働力価値

水準による規定をうけて， この「社会化」が「部分的」なものとならざるをえ

ない点を説明している。

「社会保険における基金は，その直接的負担者が資本家であろうと賃労働者

であろうと，賃労働者の消費元本の一部分が身にまとった社会的形態であるこ

とにかわりはない。賃労働者の消費元本の一部分がそのような形態をとり，必

要に応じた分配の実質を内包することによって，労働力商品の再生産に対する

治会元まら為率会右主品。社会保険はそのかぎりにおいて，労働力の浪費 破

壊を抑制し労働力の保全・発展をもたらすべき機能する。とはいえ，労働力の

保全・発展を，より少量の消費元本総量で支えることを可能にするという点に，

社会政策としての社会保険の限界があるというべきであり， その意味で，社会
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保険は，一定限度内において，社会的規模における労働力商品の合理的使用に

適合した制度なのである。J16)(傍点は引用者〉

引用が長〈なるが，さらにまた，社会保障における家族手当制度についての

氏の批判点をみておこう。

「今や核家族の主要機能のーったる肯児への支出まで社会化されるにいたっ

た。 ノ白における家族の縮小，分解は，他方において，労働力再生産の単位の

国民経済的規模への拡大を伴った。だが，この社会化には限界がある。労働力

が商品である以上，労働力商品の価値の水準に規制され，家族手当額は充分な

もりにはなりにくい。また，労働の価格，労働に応じた支払いの形式を決定的

に無に帰せLめるほど，手当額は労賃に対して相対的に大きいものになりえな

い。加企て，賃労働者の牛活渦程の質料的な基本単位は所帯でありつづけるの

部分的には保育所，児童会館，公園その他，社会化された施設も生れるが，そ

の発展は遅れる。しかも，これら施設は，質料的には共同で利用されながら，

しばしば価値的には分割して支払われる。」町

さて，大河内，能Jj氏と荒又氏の相違の基本は，前者が欲望問題に傾斜した

のに対して，後者は労働力価値 資本主義的生産関係における階級的対抗の

中での労働力の価値規定を根本においた;ということである。この点での経済

学的規定において，後者が正しいことはいうまでもない。

荒文民は，労働力商品の価値は質的には労働者の消費元本の特殊資本制的形

態であり，しかも価値的には，それが個々の世帯の単位に分解 Lていることが

特徴であるとみている。それゆえに，労働力の価値低卜と労働力の仙格の価値

以下への低下山表出である貧困化と核家族化の進展を契機とし乙国民経済に

おける消費元本の価値の世帯単位への分解の社会的不完全性が露呈され，その

結果，消費元本の「部分的」社会化 労働力の再生産単位の国民経済的規

模への拡大によって，この不完全性を補わなければならないということにな

16) 荒又重雄，前出， 116へージ。

17) 荒又重雄 同ム 126-127ぺ一三人
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る山。荒又氏は， この消費元本の「部分的」社会化の本質を，それが資本にと

って，労働力商品の再生産に対する消費元本の効率化をもたらす点に求めてい

るとし、える。

エンケソレスが述べτいるように， 打者対立に分裂したすべ ζの不完全な社会

では個別家族(lesfamiles incoherentes)が経済単位」別である。資本主義社会と

は I経済単位」としての個別家族の性質は資本主議的生産関係に従属したも

のとして，人閉そのものの生産と再生産の場である家放が労働力商品の再生産

の場になっており，資本の支配下にあり，資本蓄積の従属変数となっている。

労働者は，生産手段も生活手段も奪われており，労働力商品の所有者として，

労働力を資本に販売することによっての品，その代価として支払われる貨幣賃

金によって生活手段を購入する ζ とができる。生活手段が労働者によって購入

され消費される前には資本であったとすれば，労働者の消費元本もまた，労働

者の手にわたる以前には資本，可変資本である。 I生活手段財源J或いは「労

働財源」は，資本主義社会ではその特殊な歴史的現象形態である資本の形態で

あらわれている。従って，労働者の消費元本は資本の転化した形態である。し

かもそれは，社会の予備元本とは別個にあるものではなし消費元本総量は，

個別家族によって分解された断片として担われているのである。社会の予備元

本の個人的消費元本に対する関係は，前者が後者に食い込むということにあり，

18) 氏は次のようにいう。 I生活司起伏のなかでおこる労働力再生産の危機から，共済活動，社会
保険，社会探障とと主活渦程の部分的「社会化』が進んでいったn 生命の丙ード産の単位としての共
同体が，次第に縮小し，小室主主長から「按京臨』へと移行しってコ分解してゆ〈傾向の中から，国民
時済ザ1な規模での共同体の再現が垣間みられるようになった。 このうごきと併行して，必
要生活手段の中に質*，f的分割の不可能むもの，個別的ー剖分的利用が個々人に属すにすぎぬもの
が増大している内 こうした「公共的』消費，社会的消殺の形態の発展が，生活品曜『社会
化』の深部をささえる。所帯単位の必要生活手段商品の価値は，噴働者の消費元本の形態として
次第に内容にふさわLくないもDとなる。労働者の消費元本は，労働者の生活過程の社会化の進
展とともに，やがて労働力商品の価値という形惑を脱却するであろう，J(向上， 239-240ベーッ)

荒又氏は，家族共同体の縮小分解から国民経済的規模での共同体の再現によって資本主義的
家族の労働力再生産単位として白限界が克服され， I社創じ」をそうした過程と考えている。だ
抗皆本主義のもとでの消費元本の「社釘loJは，苦働力再生産単位の国民経済的規模への轄行
という点に本質をもつものではない。問題は，資本が止揚されないととろにある.それは，国家
を媒介とした資本の占有という，かつての労働者自身の個人的所有からは質的に飛躍した所有閣
係に規定されざるをえない。

19) ユンゲノレス 前出.231へージ，
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可変資本の労働者消費元本への個別的な転化において排除されたものが，社会

的には労働者消費元本から支弁きれなくてはならない。

労働者家族の現実の，また必然的な構成員ではあっても，資本の必要とする

労働力として育成しえない者や労働能みを失った者は，家族を単位とする労働

力価値の 部分として支払われないか，家族単位での労働力再生産費のうちに

きわめて不完全な形でしか算入きれない。労働不能者は，家族内においてはそ

の必要生活手段に食い込んで貧困化の契機となり，社会的には，労働者の生存

競争を激し〈する要素とじて，相対的過剰人口における死重部分となる。 I非

労働力1部分に対する社会的元本は，資本主義的生産の空費であって，資本は

この空費の大部分を負担せず，それは，労働者階級全体と中産階級の一部分の

肩に転嫁される。ここにおいて端的な一例として，荒文氏のいうような，労働

者の消費元本が価値的に世帯単位に分解していることの或いは依然として「個

別家族が経済単位」である資本主主主の社会的不完全性をみい出す，といってよ

いであろう。

労働不能者のための元本も，学校，病院などの元本も一般に，社会的共同

消費の元本は，資本主義社会では佃人的消費元本のうちに押し込められている。

そLて，資本は個人的消費元本を必要最低限に制限する。

さて，個別的な家族単位での労働力再生産が貧困化によって危機におち入り，

そのために労働力再生産が社会的単位へと移行せざるをえないこと，この過程4

は消費元本の部分的「社会化」とし 1妃撞され，それは資本にとっ亡労働力再

生産に対する消費元本の効率性が高まることを意味する乙と，以上が荒又尽の

積極的な論点と Lて意義をもっところであった。だが，それと同時に，E己が現

実の重要な側面を見落していることを指摘する必要がある。前節で触れたよう

に，社会的共同消費手段が資木に上って慢性的に不足させられて労働者の個人

的消費過程なり家庭経済を圧迫するこ土は，資本蓄積過程の不可避的な傾向で

あるのさらにまた，社会的共同消費手段の供給が増加し社会的消費が増大する

ζ とによってもやはり労働者の個人的消費過程は圧迫されざるをえないという
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こじこ れは r社会化j とか「公共化」という把握によって労働力再生産の

私的限界や資本の労働力保全に対する合理性の発展だけをみる議論には，と〈

に欠落した事実問題といわなければならない。

労働者家計の部分的「社会化」といわれている，労働者家計の零細資金が国

家の子に手中されて例えば公共投資の Y アンドに質的に転化しているという事

実，乙のよとは，部分的に「社会化」されたといわれるファ γIが，国家を媒

介として実は資本の私的占有下におかれていて r公共財」の供給という形で

産業基盤ならびに受益者負担を伴った生活基盤に転化し，重要な資本0利潤源

泉を形成・拡大しながら労働者の個人的消費=労働力の再生産過程を規定する

のである。そこで，この事実の理論的意味者，消費兎本の資本への再転化の問

題として次に考察することにしよう。

IV 

消費元本の部分的「社会化」といわれるものの本質的側面は，消費元本の資

本への再転化であり r公共化」といわれる現象のうちには消費元本の社会資

本への転イじがある。労働者の個人的消費における社会的消費部分の増大の意義

は，個人的消費元本の単なる「社会化j としてではなし 「社会化」の意味を

消費元本の社会資本への転化としてとらえることとによって把握されて〈ると

思われる。

社会的消費の対象である社会的共同消費手段への需要は，資本主義的生産に

特有の性格をもち，資本蓄積の進展につれて増大するのであって，それは，さ

Lあたり次の 3つの原因に集約できるだろう。

第 1には，機械制大工業の成立と動力 運輸・交通手段の発達が，都市に生

産諸手段を集中させ労働者人口を集積したことによってである。都市では，労

働者の生活過程は共同で使用可能な形態での生活手段の存在，消費の社会的結

合なしにはやっていけない。低家賃共同住宅，保健衛生施設，学校，体育・文

化・レクリでーション施設，上下水道‘光熱手段，突通手段などが，都市労働
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者の生活手段に編入きれなければならない。

第 2には，資本の再生産が「労働力」を再生産しながら，一方では余りにも

多くの「非労働力」を再生産せざるをえないということによ勺てである。資本

の蓄積は周期的恐慌の過程として，労働者の就業・生活状態の不確実さと不安

定きを増大させ，相対的過剰人口を創出していく白機械経営による工場内での

長時間労働と労働強化或いは利潤率を高めるための不変資本充用の節約の結果

である無保安労働は，労働災害，過労の蓄積，婦人労働者の母体破壊を日常事

の如〈進行させる。工場の外でも，狭少過密の住宅，栄養度の低下と健康の慢

性的悪化などに加えて，公害や交通災害が戦争に匹敵するような無数の人命殺

傷の要因となる。こうして，資本蓄積過程では，労働能力をもったままで生活

難におちいる失業者や労働者としての適正年齢を越えた人々の困窮とともに，

児童を含む大量の身心障害者が再生産されるのである。そのために，労働者の

生活過程で発生するあらゆる事故を想定し，貧困化におもこむことを喰い止め

るための社会保障体系(社会保険，公的扶助，年金3 社会福松施設など〕が，階級闘

争を通じて発展せざるをえない。これらもまた，労働者の消費の社会的結合の

様式とし ζ，労働者の生活手段の一部に編入される。

第 3には，機械制大工業が労働力の価値分割を強制し，労働者家族の労働力

商品化を拡大し，家庭内労働に従事する生活時闘を労働時間に変えてしまうこ

とによってである。例えば，奪われた家庭内での保育労働ほ，保育所や託児所

などの社会的施設に上って補われなければならない。家庭内労働の縮小・軽減

は，それを可能とするような耐久消費財や既製品の供給，家事労働を肩代りす

るサ ヴィス産業の存在だけでなしやはり一定種類の共同消費手段の供給を

必要とするのである。

また，労働者の職業手段である教育知識(製造技能s 商業知識，言語知識なの

は，科学の進歩と国民教育の普及によって，ますます大量安価に，かつ短期的

に生産されるようになってくる。だが，生産過程での不断の技術改良とその急

速な進展は，労働者が一旦身につけた教育知識がまた急速にスクラップされる
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可能性を大きくする。そのために，労働者の側での教育知識の確保をめぐる競

争が激しくなわ，資木の側の労働力養成要求に支配された学校教育制度の編成

を基礎正して，教育期間の畏期化と高度化が必然的な傾向となるのである。こ

うして，労働者の家庭野済では，労働力育成費をより多く支弁すべき事情が社

会的に強まるのであるが，しかし，それは労働力の価値が高まるからではなL、。

資本主義の発展とともに教育知識の大量安価な生産が可能となること及び労働

者の教育知識のスクラヲプ化という 2つの事情は，労働力の価値を低下させる

作用である。この労働力の価値低下に対応して，労働者の賃金は下るがお働者

家計における教育費支出は増大することになる。教育知識もまた社会的施設を

通じて供給される，労働者の共同的消費の対象である。それは，労働者の職業

手段であり，生活手段の重要な 部分に編入される。

社会的共同消費手段は，労働力の再生産そのものを個別的に達成する生活手

段というよりは，労働力再生産の一般的条件を社会的に確保する手段と Lての

性格をもっている。従って，資本蓄積の進展とともに社会的共同消費手段への

需要が必然的に増大していくことは，労働者の貧困イじの反作用として，労働者

の個人的消費が社会的に結合され，労働力の再生産が社会的形態で達成されな

ければならなくなってしぺ傾向を示しているといえるだろう o しかし，労働力

再生産の個別家族を場とし，労働者家族の私事左して営まれることの限界は，

貧困化を通じて，労働力再生廷の社会的枠格の承認を社会 般に対して迫るこ

とになるが，資本主義のもとでは，労働力の再生産の社会的性格もまた，資本

による社会的共同消費手段の占有と支配という基本的な枠内において規定を受

ける問題となる。社会的共同消費手段を供給する元本は，労働者の消費元本のふ

転化によって形成されるのであってョ労働者の消費元本の社会的結合部分でし

古コありえない。

さて，個人的消費元本こしてー且労働者の手にわたったものを，労働者の消

費過程を社会的に結合することを通じて社会的に集中 L，これを資本に転化し

て，サ ヴィスや施設の利用を労働者に販売する歴史的過程が発展してきた。
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社会的共同消費手段は，そのある部分は私的資本の直接の生産と販売下にあり，

ある部分は政府や公共団体によって供給・経営される。後者においては i資

本」とし亡の擬制U，すなわち「社会資本」によって社会的共同消費手段の生産

と販売がおこなわれるのが，資本主義の独占段階の特徴となった。

郵便貯金とならんで各種り社会保険中年金などの社会保障関連基金が，労働

者大衆の零細資金の新しい動員機構として形成きれ発展する。これらの基金は

社会資本投資の有力な調達源泉となって，社会資本投資によって生産された十

一ヴィ 1や施設が， 定の価格 i公共料金J の形態で，家庭に販売されるの

であるる i受益者負担」の名目によって，一方では地税と社会保険料p 年金

掛金の引上げがおこなわれ，他方では公共料金の上昇がおこなわれるなら，社

会的共同消費手段の供恰が増加し社会的消費が増大するとしても，それは，労

働者の家庭経済の圧迫を意旅する。

国家は，かつての資本の再生産条件の一般的管理から，資本の再生産の決定

的契機である労働力の再生産そのものの管理をおこなうことが，とくに現代の

ような資本主義の危機の時代への対処の一方向とならざるをえなくなってきて

いる。国家財政の危機を背崇に展開される労働力管理政策は，社会保障関連基

金の巨額の積立てを国家資金として独占的運用下におき，社会保障機構と徴税

機構によって労働者家計を統制している。さらにまた i労働能力あるもの」

と「労働能力りないもの」の区別を根底とした労働力の種別化をはかりつつ，

社会の「非労働力J部分すらも「労働7JJ化して，それによって低賃金基盤や

低労働条件を確保しようとする，労働力の『有効活用」の方向を強めてきてい

る。国民経済再編成におし、て，資金動員と労働力管理はますます一体のものと

なっているが，この資金動員と労働力管理の媒介環の位置にあるものが，社会

保障であ h社会資本投資であるといってよいであろう。

従って，労働者の個人的消費過程なり家庭経済は，以上のような環境のもと

で倍化された貧困化庄力にさらされているが，ここでは，貧閃化に寄生した資

本の利潤源泉の新たな拡大という問題以上のものが，すなわち，労働者家庭経
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済は現代における資金動員機構と社会資本投資の接点にたっており，それゆえ

に，資本の側から，労働者の生活管理，労働者の居住する地域社会の管理問題

が提起されてくることを指摘しなければならなし、。

おわりに

労働力再生産の「社会化」現象を，個人的消費元本の社会的集中による労働

力保全費の節約と効率化という視点から，資本の合理性や労働者の生活過程に

対する資本のかかわりの契機をみて，消費元本の総量不変や労働刀価値水準で

の規定を問題として「社会化Jの限界を説〈論理では，消費元本の資本への再

転化の問題が見落きれている。 r社会化」現象の内実の基本的問題は，その限

界性を問題とすることですまされるものではなし労働者家庖怪済を消費元本

の資本への転化過程において位置づけるべき問題であるといえよう。

個人的消費過程は，労働力再生産の一般的条併である社会的共同消費手段を

媒介として社会的に結合を深めていくが，他方では，それが資本の私的占有下

にあって利潤源泉となるばかりか，資本による労働者の生活過程の統制管理が

可能となり強化される。だが，現代の資本家にとっては，マノレクエの時代のよ

うに，労働力の再生産を安んじてほ r労働者の自己維持本能と生殖本能とに

任せてお<J乙とができなくなりつつある。資本による労働者の生活過程の統

制管理は，労働者の消費過程の社会的結合を通じ工はじめて可能になるのだか

ら，労働者住民の社会的結合というf¥:価によってのみ，資本の労働者生活過程

の統制管理が強められるという矛盾が発展するのである。


